
「大津町人事行政の運営等の状況」
を公表します

①部門別職員数の状況と主な増減理由

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
①一般職員の勤務時間の状況（標準例）および有給休暇取得状況

職員の分限と懲戒処分の状況
①分限処分者数および懲戒処分者数　（人）

職員の給与の状況
①人件費と職員給与費の状況

②採用職員と退職職員　（人）

●問い合わせ　役場総務課　人事秘書係　☎096（293）3111

②職員の平均給料・給与月額と平均年齢の状況
③年齢別職員構成の状況　（人）

④定員管理の数値目標及び進捗状況
ア 平成26年4月1日～平成27年4月1日における定員管理の数値目標

ア 人件費の状況（普通会計決算）

職員について毎年、勤務成績の評定をしています。

イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

一般行政
部門

部　門

特別行政
部門

公営企業等
会計部門

合　　　　計

職員数（人）
平成26年

2

44

13

29

10

13

6

19

136

41

41

6

1

8

9

0

24

201

2

50

13

31

10

14

6

19

145

41

41

6

1

7

9

0

23

209

0

 6

0

2

0

1

0

0

9

0

0

0

0

△1

0

0

△1

8

平成27年
対前年
増減数 主な増減理由

（平成27年4月1日現在）

（平成27年4月1日現在）

（平成26年度）

（平成27年4月1日現在）

（平成27年4月1日現在）

③職員の初任給の状況 （平成27年4月1日現在）

（各年4月1日）

（平成27年4月1日現在）
派遣職員増、休職者の配置転換

事業増

事業増

欠員不補充

職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、
派遣職員などを含んでいます。また、臨時職員、非常勤職員は除いています。

（注）

採用者数はＨ27年4月1日付新
規採用者数、退職者数はＨ26年
4月1日～Ｈ27年3月31日の退職
者数を表しています。

（参考）　大津町定員適正化計画における定員管理の数値目標
 始期：平成17年4月1日～　終期：平成32年4月1日　数値目標：10.37％減

（注）

人件費には特別職（町長など三役、議員、行政区嘱託員など）に支給される給料、
報酬などを含みます。

（注）

採用者数（Ａ）

区　

分
職
員
数

退職者数（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

15 9 6

20
歳
未
満

20
〜
23
歳

24
〜
27
歳

28
〜
31
歳

32
〜
35
歳

36
〜
39
歳

40
〜
43
歳

44
〜
47
歳

48
〜
51
歳

52
〜
55
歳

56
〜
59
歳

60
歳
以
上

計

区　分

減　員

増　員

差　引

職員数

区　分

平成26年度

住民基本台帳人口
（平成27年3月31日）

33,716人

歳出額
（Ａ）

13,839,423千円

人件費
（Ｂ）

1,820,239千円

人件費率
（Ｂ／Ａ）

13.15%

イ 職員給与費の状況（普通会計決算）

職員数、給与には三役分を含みません。また、職員手当には退職手当を含みません。（注）

（注）給与とは、給料と各種手当（扶養手当など）を含んだものです。

（注）この人数には、技能労務職を除いています。

区　分
一人当たり
給与費

（Ｂ／Ａ）

5,279千円

職員数
A

189人

給　料

666,011千円

職員手当

83,878千円

期末・勤勉手当

247,751千円

計 B

997,640千円

平成24年

計画前年

平成25年

1年目

平成24年～
平成27年
計

―

―

―

201人

5人

9人

4人

205人

27人

35人

8人

―  

給　与　費

平成26年度

　　　　　　　　　区　　　　分

支給実績（平成26年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成26年度決算）

手当の種類

全　職　種

23千円

5,875円

2.0％

2種類

ウ 特殊勤務手当

支給実績（平成26年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

エ 時間外勤務手当

管
理
職
手
当

通
勤
手
当

住
居
手
当

扶
養
手
当

手
当
名

オ その他の手当

有給休暇の平均取得日数は、
平成26年1月1日から12月
31日までのものです。

（注）

②育児休業の取得承認状況

一般行政職 技能労務職

平均給料月額

301,050円

平均給与月額

361,648円

平均年齢

41.0歳

平均給料月額

323,700円

平均給与月額

365,758円

平均年齢

47.5歳

国

初任給

174,200円

142,100円

―

区　　分

行政職

技能労務職

大学卒

高校卒

高校卒

大津町

初任給

174,705円

142,512円

139,904円

県

初任給

181,324円

146,924円

149,432円

④職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （平成27年4月1日現在）

⑤一般行政職の級別職員数等の状況

⑦特別職の報酬等の状況

（平成27年4月1日現在）

（平成27年4月1日現在）

経験年数20年

348,357円

ー

区　　分

一般行政職
大学卒

高校卒

経験年数10年

244,081円

ー

経験年数15年

308,091円

ー

6級

5級

4級

3級

2級

1級

区分

7人

30人

52人

34人

26人

48人

職員数

3.5%

15.2%

26.4%

17.3%

13.2%

24.4%

ア 期末手当・勤勉手当
⑥職員手当の状況

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級などによる加算
・役職加算　5～15％

大津町

一人当たり平均支給額
1,316千円 （平成26年度）

（平成26年度支給割合）
期末手当
2.60月分

勤勉手当
1.5月分

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級などによる加算
・役職加算　　  5～20％
・管理職加算　15～25％

国

―

（平成26年度支給割合）
期末手当
2.60月分

勤勉手当
1.5月分

イ 退職手当
大津町 国

その他の
加算措置

定年前早期退職特例
措置（2％～45％加算）

その他の
加算措置

定年前早期退職特例
措置（2％～45％加算）

用地交渉手当

感染症防疫
作業手当

手当の名称

土地の取得など、
物件などの補償交渉

防疫作業

主な支給対象業務主な支給対象職員

用地交渉に従事する職員

防疫作業に従事する職員

業務に従事した日
日額　500円

作業に従事した日
日額　500円

左記職員に対する
支給単価

内容および主な
支給単価（月額）

○居住のための住宅を借
り受けている職員に対し
て27,000円以内を支給

扶養親族のある職員に対
して支給
○配偶者　　 13,000円
○その他
　　1人につき 6,500円

○交通機関を利用する
職員に対して運賃額
55,000円までを支給
○自動車などの交通用具
を利用している職員に対
して距離区分に応じて
2,000円～31,600円を
支給（片道2km以上）

○管理または監督の地位
にある職員（部長・課
長・審議員）に対して
28,200円～42,200
円を支給

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（26年度決算）

支給職員
1人当たり
平均支給年額
（26年度決算）

同 ―

―

―

同

同

異

千円

千円

千円

千円

円

円

円

円
人 人 人 人 人 人

男 女 3カ月以内 3～6カ月以内 6～12カ月以内 1年～3年

0 6 ― ― 3 3

（平成26年度）③介護休暇の取得状況

人 人 人 人 人 人
男 女 4週以内 5～8週以内 9～12週以内 13～26週以内

0 0 ― ― ― ―

（平成26年度）

人 人
免職 休職

― 3
人

降任

1
人

降給

―
人

小計

4
人

免職

―
人

停職

―
人

減給

―
人

戒告

―
人

小計

―

職員の服務の状況
①営利企業等従事制限に係る許可の状況 （平成26年度）

分限処分者とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に行わ
れる処分で、公務能率の維持を目的としてなされます。
懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うための処分
で、公務における規律と秩序を維持することを目的としてなされます。

（注1）

（注2）

開始時間

8:30

平均取得日数

9.1

終了時間

17:15

区　　　分

営利企業等の従事許可申請

許可件数

1

申請件数

1

②公平委員委員会の報告事項 （平成26年度）

区　　　分

不利益処分に関する措置の要求状況

勤務条件に関する措置の要求状況

件数

0

0

職員の研修と勤務成績の評定の状況
①研修開催状況

②勤務成績の評定の状況

（平成26年度）
承認者数 承　認　期　間

取得者数 取　得　期　間

分限処分者 懲戒処分者

回
町主催

12
件

団体主催

39
件

専門研修

21
人

616
人

94
人

35

一般研修

職員の福祉と利益の保護の状況
①公務災害の発生の状況 （平成26年度）

うち公務災害 うち通勤災害認定件数
件3 3 0件 件

町　長
副町長
教育長
議　長
副議長
議　員

町　長
副町長
教育長

算定方式
給料月額×5.0×在職年数
給料月額×2.9×在職年数
給料月額×2.4×在職年数

支給時期
任期毎
任期毎
任期毎

給料月額等 
747，000円
593，000円
542，000円
332，000円
273，900円
249，000円

期末手当

（平成26年度支給割合）
2.60月分　

（平成26年度支給割合）
2.60月分　

区　分

給 

料

報 

酬

退
職
手
当

職員の任免と職員数に関する状況

標準的な職務内容

部長の職務及びその職務内容などがこれと
同程度の職の職務

課長の職務及びその職務内容などがこれと
同程度の職の職務

課長補佐、主幹の職務及びその職務内容
などがこれと同程度の職の職務

係長、参事、主査の職務

特に高度な知識経験などを必要とする
業務を行う主事、技師などの職務

主事、技師などの職務

対象役職
および支給額

平成26年

2年目

13人

9人

△4人

201人

平成27年

3年目

9人

17人

8人

209人

（支給率）
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

自己都合
20.44月分
29.14月分
41.32月分
49.59月分

勧奨・定年
25.55月分
34.58月分
49.59月分
49.59月分

（支給率）
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

自己都合 早期退職・定年

33,253千円

195千円

平成27年4月1日職員数
209人

20.44月分
29.14月分
41.32月分
49.59月分

25.55月分
34.58月分
49.59月分
49.59月分

議 　 会

総務企画

税　　務

民　　生

衛　　生

農林水産

商　　工

土　　木

小　　計

教　　育

小　　計

下 水 道

工業用水道

国　　保

介護保険

そ の 他

小　　計

平成26年4月1日職員数
201人

平成27年4月1日目標数
210人

24，825 250,758

10,424

5，913

12,519

212,735

49,689

379,364

構成比

（各年4月1日現在）

24 30 13 18 19 13 26 19 31 3 2094 9
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